
イ 消費者としての障害のある方
悪質な手口により消費者被害にあったなどとして、全国の消費生活センターや国民生活セン

ター等に、認知症高齢者、障害のある人等から消費生活相談が寄せられている。相談件数は、
2013年度に２万件を超えると、2016年度にかけて一旦減少したが、その後増加に転じ、現在ま
で高水準で推移している。
　消費者庁では、認知症高齢者や障害のある人等の配慮を要する消費者を見守るためのネット
ワークとして、「消費者安全法」（平成21年法律第50号）の改正（2016年４月施行）により規定
された、「消費者安全確保地域協議会」の設置促進に取り組んでいる。消費者安全確保地域協
議会は、既存の福祉のネットワーク等に地域の消費生活センターや消費者団体等の関係者を追
加することで、消費者被害の未然防止、拡大防止、早期発見、早期解決に資する見守りサービ
スの提供を可能にする取組である。
2022年度地方消費者行政に関する先進的モデル事業として「高齢者、障害者等を見守るネッ
トワークの構築及び地域活性化の実証」を実施し、消費者被害の未然防止や被害救済に資する
見守りネットワークの構築・活性化を図るとともに、関係団体間の連携や必要な資材の開発等
を行い、取組の検証を行った。
　消費者安全確保地域協議会の取組では、地域の関係団体との連携も重要である。消費者庁で
は、2007年から、障害者団体のほか高齢者団体・福祉関係者等専門職団体・消費者団体、行政
機関等を構成員とする「高齢消費者・障がい消費者見守りネットワーク連絡協議会」を開催し、
消費者トラブルに関して情報を共有するとともに、悪質商法の新たな手口や対処の方法などの
情報提供等を行う仕組みの構築を図ってきた。2022年度には、地域の多様な主体が参加・協働
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■図表４-３　成年後見制度利用支援事業の必須事業化

成年後見制度利用支援事業の必須事業化

・対象者は、障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると認めら
れる知的障害者又は精神障害者で、成年後見制度の利用に要する経費について補助を受けなければ
成年後見制度の利用が困難であると認められるもの。

→ 助成費用（主務省令で定める費用）は、成年後見制度の申立てに要する経費（登記手数料、
鑑定費用等）及び後見人等の報酬の全部又は一部

※2012年度より、地域生活支援事業費等補助金において、成年後見制度利用支援事業を国庫補助の対象としている。

相談支援
事業者等

市町村

後見人
保佐人
補助人

連絡

家庭裁判所申立て

対象者

障害者福祉サービスを利用し、又は利用しようとする
知的障害者及び精神障害者

市町村
申立費用及び後見人等の報酬を助成
※ 地域生活支援事業の位置付け

国
都道府県

後見等支援

・財政支援

（国1/2以内,

都道府県1/4以内）

本人・親族・検察官等

・ 成年後見制度を利用することが有用であると認め
られる知的障害者又は精神障害者であり、成年後
見制度の利用に要する経費について補助を受けな
ければ成年後見制度の利用が困難であると認めら
れるもの。

資料：厚生労働省
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